
はじめに

「改革・開放」以降の広東省・珠江デルタに

おける労働市場は，当地に独自の委託加工生産

のあり方に規定されて，同じ中国でも上海市を

拠点とする長江デルタの労働市場などとは異な

る特徴をもって展開したと考えられる。周知の

ように広東省は「改革・開放」の実験場と位置

づけられ，深�市を経済特区第一号として中国
の対外開放がスタートし，その後は珠江デルタ

が最大の開発拠点となった。国際金融・情報・

経営管理のハブ都市としての香港を取り込み，

いわゆる広東型の委託加工生産が展開したので

ある。小論の課題は，香港返還後の広東型委託

加工がその導入以降４半世紀を経た現在どのよ

うに運用され，広東省の労働市場がどのように

変容しつつあるのか，この問題を今や珠江デル

タ開発の最前線となっている東莞市の日系企業

を事例として検討することにある。

中国の労働市場研究の動向については別の機

会に検討したので詳細はそれに譲るが（宮本：

２００２），広東省および珠江デルタ経済圏の労働

市場に関する本格的な研究は極めて少ないのが

実状である。管見のかぎりでは，現地調査に基

づく研究で関［２００２］や大島［２００１］などの研

究がある。前者は，広東省の経済発展全般を分

析する中で労働問題にも部分的に触れており，

後者は出稼ぎ労働者の意識調査を主たる課題と

している。しかし，当地における労働力の需給

関係，企業内の労働力編成，労務人事管理など

を分析の俎上にのせて，広東省の労働市場のあ

り方を本格的に研究したものはほとんど見られ

ない。小論では，上述の課題に接近するにあた

り，筆者によるこれまでの中国各地および東南

アジア諸国・インドの調査事例をも活かすべ

く，労働市場の地域比較・国際比較の視座も設

定している（図１を適宜参照）。

� 香港＝広東省の開発と労働力編成

１．広東型委託加工の現実

香港―深�―広州を結ぶ珠江デルタ地帯は，
１９７９年以来の「改革・開放」経済の下で，今

日でも長江経済圏や渤海経済圏とともに開発拠

点のひとつであることに変わりはない。とりわ

け深�・東莞・珠海の一帯は電機・電子産業の
一大集積地となっており，セットメーカーから

その下請けである部品・素材メーカーも集中

し，現地一貫生産の体制が構築されつつある。

以下ではまず，「改革・開放」の当初から展開

した，広東省に独特の委託加工方式による外資

企業の生産基地化の原則と実態を把握すること

から始める。一般に広東型委託加工と呼ばれて

いるものである。

広東省の委託加工生産＝「来料加工」（広東

省に独特の加工貿易の類型区分では，後述の「進

料加工」と区別）とは，香港に進出した外資系

企業および香港資本の香港法人が，中国（香港・

台湾を含まない大陸中国の意，以下同様）に企

業登記をしないまま広東省で企業経営を展開す

る生産方式である。従って，後述のように中国

側の統計データの直接投資には含まれず，実態
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把握が困難な外資の進出形態でもある。

「改革・開放」当初の広東型委託加工の原則

の要点は以下のようになる。土地・工場建屋・

労働者は中国側（具体的には市・鎮・村のいず

れかの行政体）が提供し，保税された生産設備・

材料・部品は香港から送り込まれ，製品は全て

香港に輸出する。香港に進出した外資企業は，

香港に現地法人を設立し，委託加工工場を用意

した広東省の地元地方自治体と委託加工契約を

結ぶ。外国企業の直接投資ではないので，中国

国内で企業登記せず，法人税も不要，原材料や

機械設備などの輸入税，製品の輸出税も免除さ

れる。一方，生産委託した外資企業は中国側に

「加工費」を支払う。「加工費」は労働者一人

当たりの基準で人数分支払われる。地元政府は

受け取った「加工費」から労働者の福利厚生費

や管理費を差し引いた後に，賃金として支給す

る。したがって，外資企業は労働者と直接の雇

用契約を結ばない。委託加工のメリットは，土

地・工場と職員寮（通常は工場内に建設）がリー

ス制で，法人税・関税も不要であることから，

操業開始時の経費負担が軽減されることである

と言われる。外資企業（および香港企業）は機

械設備と必要ならば工場などの内装の経費，そ

れに労働者の加工費・人頭税・「暫住証」発行

費などを負担することになる。

ところが，この制度が発足してすでに２０年

以上が経過しており，実際に運用されている現

在の広東型委託加工は原則との乖離が進んでい

る。以下に筆者が現地での聞き取りから得た情

報を整理してみる。

現在広東省に進出して委託加工契約を結んで

いる外資企業の多くは，工場や建屋の供給を中

国側から受けるものの，労働者は自己調達し，

工場の管理運営もすべて外資企業の派遣駐在員

が行うという形態が一般的となっている。外国

企業による進出先の地元政府への支払いは，以

前のような工場の賃貸料・管理費・「加工費」

などを細かく算定することなく，経費の一括支

払いを行うことが多い。また，全製品の香港輸

出義務も形骸化してきており，書類上は地元税

関が製品の香港への輸出，再び香港から中国へ
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の輸入という手続きを取るが，製品は直接広東

省内の外資企業同士で取引されたり，現地国内

市場で販売されているケースも増加している

（当初は現地に進出した企業間での部品・半完

成品の取引のみ許可されていた［これを「転

廠」という］が，最近では非公式だが完成品の

販売も部分的に可能になっているという）。こ

のように原則と実態との間にはかなり大きな乖

離が生まれているのである。

もう一つの最近の特徴は，委託加工の方式で

はなく，直接投資しかもいわゆる独資（外資１００

％）による進出が増加していることである。こ

の直接投資の企業進出は，広東省に独自の加工

貿易の類型区分では「進料加工」という方式を

とる。「進料加工」においては外資企業に経営

と生産の権限が付与され，条件付きだが国内販

売も可能となる。内販には課税されるが，輸出

製品には原材料輸入税や製品輸出税が免除され

るいう点で「来料加工」と同様の優遇措置もあ

る。「進料加工」＝独資の進出増加は，委託加

工（＝「来料加工」）に伴う煩雑な手続きを避

けるとともに，市場動向に応じて内販も可能な

直接投資が選好されているためであり，最近で

は以前に委託加工方式で進出した企業も独資に

切り替えるケースが目立っているという。例え

ば，広州市を中心に外資の進出著しい自動車産

業では独資が増加しており，進出企業間の部

品・パーツの相互取引で手続きの煩雑さを避け

るために委託加工は敬遠されている。

なお広東省の直接投資（「三資企業」，合弁・

合作・独資の３形態に区分される）に独資が多

いのは，同省には省都の広州以外に国有企業が

ほとんど存在せず，「改革開放」政策の拠点と

なった深�・東莞・珠海などはかつては国境の
辺境地帯であったためである。開放政策が始

まった当初，広州以外では外資の合弁相手がほ

とんど存在しなかったのである。近年では現地

資本の私営企業も徐々に育ってきているが，開

発当初の事情から直接投資は現在でも独資企業

が中心である。なお，現地での聞き取りによれ

ば独資の内販は製品の３０％程度までとされて

いるようであるが（一部の地域では５０％程度

まで），これも厳密に管理されているわけでは

ない。また少数だが合弁企業を設立している

ケースでは，地元政府が設立した企業（いわゆ

る郷鎮企業）と合弁するのが一般的であった。

以上を念頭において，次に公式の統計データ

によって貿易・投資の動向を確認しておく。ま

ず表１が，輸出額でみた委託加工および直接投

資企業の構成である。１９９０年以降，構成比で

みると委託加工（「来料加工」）の減少，直接投

資（独資中心の「進料加工」）の増加が顕著で

ある１）。

次の表２は広東省の市別輸出額構成である

が，小論の調査対象地である東莞市は，深�市
に次ぐ生産＝輸出拠点となっている。表３の広

東省の外資利用状況をみると，累計契約件数で

１）輸出額では委託加工も増加しているが，この点
で注意を要するのは，委託加工での輸出増が統
計上国有部門の輸出増となって現れることであ
る。委託加工生産では，進出した外資企業に輸
出権限がなく，一旦現地の国有公社を通して輸
出されるため，統計上は国有部門の輸出増とな
る。

１９９０年 １９９５年 ２００２年

貿易額 構成比（％） 貿易額 構成比（％） 貿易額 構成比（％）

一般貿易 ５９．５ ２６．８ １３６．０ ２４．０ ２１７．１ １８．３

来料加工 ９１．７ ４１．３ １５９．４ ２８．２ ３１３．６ ２６．５

進料加工 ６８．４ ３０．８ ２６３．４ ４６．５ ６１８．３ ５２．２

その他 ２．６ １．２ ７．１ １．３ ３５．６ ３．０

輸出総額 ２２２．２ １００．０ ５６５．９ １００．０ １，１８４．６ １００．０

表１ 輸出額でみた委託加工および直接投資企業の構成（広東省）（単位：１００万USドル）

（出典） 広東統計年鑑：２００３
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は委託加工が６割を超えるものの，近年では直

接投資が委託加工を凌駕する傾向にあり，独資

企業のみでも委託加工の件数を上回り，契約額

では独資がほぼ６０％に達している（なお，委

託加工契約における契約外資額とは保税された

工場設備価格であり，土地・建物などの投資額

が含まれず，前述のような初期投資の軽減が図

られるため，当初より契約額は僅少となる）。

表４に広東省の外国資本構成を掲げている。

資料の制約から外国投資のみのデータが得られ

ず，外国資本には政府借款なども含むが，前掲

表３から分かるように９０％以上が直接投資と

委託加工によって占められるので，ほぼ外国投

資の動向を示すものとみて大過ないだろう。こ

の統計によれば，累計の契約ベース投資額で８３

％がアジア諸国からの投資，アジア域内では香

港が８２％を占めることになるが，香港として

計上されている多数は，既述のように香港に進

出した外国企業が設立した法人の広東省への進

出である。同表からはこうした資本の流れを十

分に把握できないという制約がある。おそらく

純粋の香港ローカルの企業は，香港からの投資

の一部分に過ぎないであろう。いずれにして

も，広東省への外国投資では，日本以上に台湾

のプレゼンスが大きく，アジアNIEs 諸国とア

メリカ，香港の旧宗主国イギリス，それにシン

ガポールを中心とした東南アジアの華人財閥系

企業の香港経由での中国進出が特徴的である。

輸出額
（１００万USドル）

構成比（％）

①深�市 ４６５．４ ３９．３

②東莞市 ２３７．３ ２０．０

③広州市 １３７．７ １１．６

④仏山市 ７８．９ ６．７

⑤恵州市 ５８．９ ５．０

⑥中山市 ５７．２ ４．８

⑦珠海市 ５２．０ ４．３

その他１４市合計 ９７．２ ８．２

総 額 １，１８４．６ １００．０

契約件数 契約額（万USドル）

１９７９～２００２年

累計
２００２年単年

１９７９～２００２年

累計
２００２年単年

借款 １，２５０ ５６ １，６８９，７６２ ４３，４３３

直接投資 合弁企業 ３４，１２９ １，０３５ ５，６１４，６４４ ２５１，４７５

合作企業 ２８，４１８ ３６９ ７，５２１，７０３ １４４，０４２

独資企業 ３３，１３９ ５，２０５ ６，７６４，４３０ １，１３６，０６３

委託加工 １６０，５５１ ５，０３７ １，１０１，６４４ １６９，５５６

その他 １，９７２ ４ ４１７，１２９ １４５，５３９

合 計 ２５９，４５９ １１，７０６ ２３，１０９，３１２ １，８９０，１０８

１９７９～２００２年
累計

２００２年単年

アジア １８６，９１６ １２，０８５

香港 １５４，４８５ ９，０９６

マカオ ６，１６０ ４９２

台湾 ８，９７９ １，１２１

日本 ７，４５９ ６８７

シンガポール ５，５３８ ３８０

韓国 １，２９９ １５０

ヨーロッパ １３，２６４ １，２７９

ドイツ １，５２１ ５１

フランス ２，６３７ ２８４

オランダ ２，５７３ ５

イギリス ４，２４０ ７９８

ラテンアメリカ １６，１１５ ３，６２９

バージン諸島 １４，５４６ ３，３０９

北米 ９，０５２ １，１６２

アメリカ合衆国 ７，７２７ １，０３７

表２ 広東省の市別輸出額構成（２００２年）

（出典） 広東統計年鑑：２００３

表４ 広東省の外国資本（契約ベース）（単位：１００万USドル）

（出典） 広東統計年鑑：２００３

表３ 広東省の外資利用状況

（出典） 広東統計年鑑：２００３
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２．広東省の労働力人口

広東省に戸籍をもつ人口（戸籍人口）は２００２

年末段階で７，６５０万人，そのうち労働力人口は

４，１３０万人であるが，開発の進展する珠海デル

タ一帯では，地元出身者よりも地方出身の流入

人口が主たる労働力であることは周知のところ

である。開発を担う労働力の主力部隊である省

外の地方出身者は，広東省の労働力人口にカウ

ントされておらず，これを統計的に正確に把握

することは極めて困難である。ところが，地方

出身者（大多数は農村戸籍者）の広東流入は比

較的容易であり，他の省・特別市の開発拠点，

例えば上海市のように地方出身者（とくに農村

戸籍者）の流入を厳しく規制していない。これ

は，既述のように広東省という特異な地域ゆえ

に，開発当初から労働力不足が構造化していた

ためでもある（国有企業の多い省・市では，下

崗労働者＝都市戸籍者の雇用対策を優先して農

村戸籍者の都市労働市場への参入に様々な規制

が設けられる）。他省出身者には「暫住証明書」

が発行され，発行手数料と人頭税（いずれも一

人当たり数十元）を徴集するが，外資系企業な

どに雇用された地方出身者は，身分証明書さえ

所持していれば「暫住証明」は比較的簡単に取

得できる。

省外出身の労働力に関して，広東省の統計

データで公表されている「流動人口」からその

規模を推定することは可能である。「流動人

口」とは，居住地に戸籍を持たない人口として

公表されているものである２）。

２０００年の「流動人口」は広東省全体で２，１０５

万人，市別では多い順に深�市５８３万人，東莞
市４９２万人，広州市３３１万人，仏山市２２１万人，

中山市１０４万人などであり，開発工業化の進む

珠海デルタの主要都市に集中している（広東統

計年鑑２００３）。ただし，これがすべて労働力人

２）広東省は上位の行政区分から順に２１地級市，２６
県級市，４２県，３自治県，５２市轄区，１，４５８
市轄鎮，２５郷から成る。東莞市のように，市
（地級市）の下位が２８市轄鎮で中間の行政区分
を持たない市もある（２００２年現在，広東統計
年鑑：２００３）。

１９９５年 ２００２年

構成比（％） 構成比（％）

「暫住人口」総数 １，４２１，７５４ １００．０ ４，３３６，４５３ １００．０

１ 男女別

男性 ５８１，３０４ ４０．９ １，９７３，３１６ ４５．５

女性 ８４０，４５０ ５９．１ ２，３６３，１３７ ５４．５

２ 地域別出身地

省内 ３７１，８１６ ２６．２ ７２２，８９４ １６．７

省外 １，０２３，５１０ ７２．０ ３，５９３，０３４ ８２．９

湖南省 ２５３，５７４ （２４．８） ６８５，３１１ （１９．１）

四川省 ２２３，７２７ （２１．９） ５５５，５６９ （１５．５）

広西チワン族自治区 １４９，４７８ （１４．６） ３９４，０８８ （１１．０）

湖北省 ８４，７２７ （８．３） ３８９，７３５ （１０．８）

江西省 ６７，５６２ （６．６） ２９４，０８６ （８．３）

その他（外国人） ２６，４２８ １．８ ２０，５２５ ０．４

３ 産業別労働力

工業 １，０８４，８６０ ８５．５ ３，５７３，３５５ ８３．９

農業 ５４，７１４ ４．３ １２７，５８４ ３．０

商業 ５２，９６５ ４．２ ３００，６４２ ７．１

その他・サービス業 ７２，８２９ ５．７ ２５８，５６１ ６．１

（合計） （１，２６８，３４７） （１００．０） （４，２６０，１４２） （１００．０）

表５ 東莞市の「暫住人口」とその労働力構成

（出典） 東莞統計年鑑：２００３
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口とは限らないが，「流動人口」のおよそ７０％

～８０％は省外出身の労働力と推定される。

その根拠は，表５に示した東莞市のデータで

公表されている「暫住人口」と労働力構成であ

る（省レベルで同精度のデータは公表されてい

ない）。２０００年人口センサスで東莞市の「流動

人口」は全省の２３％を占めるので，このこと

と表５から推計すると，２０００年の広東省の「暫

住人口」は１，８９０万人，うち省外出身者は１，５６０

万人，「暫住人口」の中の労働力人口は１，８５２

万人，うち省外出身の労働力人口は１，５３０万人

となる。以上の推計に基づいて試算すれば，

２００２年の広東省の労働力人口のおよそ３７％が

省外労働力，開発区が集中する東莞市では省外

からの流入労働力が全労働力人口の７７％に達

すると見込まれる。なお，こうした「暫住人口」

のデータは広東省内の各行政レベルで発行され

た「暫住証」などの集計によって掌握可能であ

るが，地方から流入して都市雑業などに従事す

る労働力の相当数は「暫住証」を取得すること

なく就業していると言われる。こうした非公式

の労働力人口の規模は推定すら困難である。

� 東莞市の貿易・投資と労働力構成

最新の『東莞統計年鑑』（２００３年版）によれ

ば，２００２年の同市の輸出総額は２億３，７００万

USドル，生産方式による内訳では委託加工

（「来料加工」）が１億１，７２０万USドル，直接

投資（「進料加工」）が１億１，６７０万USドルと

両者がほぼ拮抗している。また，同『年鑑』の

外資利用状況に関する統計を見ると，１９９０年

の外資との契約では，委託加工が５１４件・１，８７０

万USドル，直接投資が１１１件・４，９４５万US

ドル，これが２００２年には委託加工５２４件・４

億７，２８５万USドル，直接投資８６７件・２０億

１，６２９万USドルに増加，委託加工の投資額が

低く抑えられることは先に指摘したとおりだ

が，件数でみても直接投資の急増ぶりが窺われ

る。

外資の投資国別統計では，香港９億９，７００万

ドル（USドル，以下同様），台湾２億６００万

ドル，シンガポール７，８００万ドル，日本７，３００

万ドル，韓国２，１００万ドル，アメリカ１，８００万

ドルの順となる。前述のように，香港からの投

資に日本をはじめ諸外国の香港法人からの投資

が含まれるので，香港ローカルの投資は額面の

一部と見られる。珠江デルタでは広東省全体の

データと同様に台湾のプレゼンスが大きく，ア

ジアNIEs 諸国と日本の熾烈な競争が電機・電

子（広州は自動車）産業を中心に展開している。

東莞市の委託加工契約の相手政府は，２０００

年の集計で省・市が６５０件，鎮２，１６０件，村

９，４４３件で圧倒的に村政府との契約が多い

（関：２００２，p．２５６）。東莞では，新たな工業団

地の開発は村政府が中心となっている。

前掲表５によって東莞市の「暫住人口」と労

働力構成を確認しておく。先に指摘したように

公式統計だけでも，東莞市では省外からの流入

労働力が全労働力人口の７７％に達すると推定

される。「暫住人口」の性別では女性が過半に

達するが，これは後述のように工場労働を若年

女性が担うためである。「暫住人口」の省外比

率は８２．９％に達しており，その省別内訳では

湖南省が最も多く１９．１％，次いで四川省１５．５

％，広西省チワン族自治区１１．０％，湖北省

１０．８％，江西省８．３％の順となる（２００２年）。

時系列では，湖南省・四川省に集中していた地

方出身者の供給地がやや分散化の傾向を示して

いる。なおこれも後述するが，工場レベルでは

地方出身者の雇用方法が異なり，出身者が特定

の省・市に集中することも少なくない。産業別

では，やはり生産拠点としての開発区ゆえに工

業（製造業）が圧倒的比重であるが，商業・サー

ビス業従事者も徐々に増加し都市化の進展を窺

わせている。

現地での聞き取りによれば，東莞市開発区で

の工場労働者の平均的賃金は，基本給が月額約

５００元，残業手当がついて約７００元程度とのこ

とであった。労働時間は業種によってやや異な
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るが，所定内８時間に加えて残業は一日２～３

時間，休日出勤も含めると月７０～１００時間が常

態であるという。国基準の労働契約や福利厚生

の実施については企業レベルで運用にばらつき

が大きいが，各種保険や養老年金に加入してい

ても実際の運用は曖昧にされているケースが多

いという。生産職労働者の圧倒的多数が地方出

身の若年労働者によって占められ，しかも短期

雇用形態が一般化している当地では労働者の社

会保障問題は労働政策の俎上にすらのぼってい

ないようであった。

� 日系企業の事例分析

１．調査企業２社の概要

次に調査企業２社の概要を示す（現地調査は

２００５年３月に実施）。

GA社。１９９５年に香港進出，９６年東莞市長

安鎮で委託加工を開始，土地・工場・職員寮は

リースだが，機械設備や内装は日本側が負担，

労働者も進出企業の直接採用の方式をとる。大

手電機・電子メーカーに供給する小型モーター

を生産。日本国内での生産は，同社生産量の

２～３％程度に縮小して，生産拠点を全面的

に海外（中国）に移転した。中国国内での部品

調達は，すべて東莞市内に進出している日系企

業から行う。製品のうち約１５％は中国国内販

売，委託加工契約なので形式上は税関で香港へ

の輸出と再輸入の手続きをとるが，実際は現地

での直接取引である。香港経由の輸出は約８割

が日本向けの逆輸出，他は東南アジアの日系企

業向けである。

GB社。１９９６年に香港に現地法人設立，９７

年から東莞市で委託加工，土地・工場・職員寮

はリース，労働者は同社の直接調達。海外展開

する日本の大手電機・電子メーカーにマグネッ

ト部品を供給している。製品は１００％輸出手続

きの後，中国国内市場（供給先は中国各地に進

出した日本の大手メーカー）にも販売（内販比

率不明）。日本国内での生産はほぼ全面的に停

止し，生産の９９％を中国にシフトしたという。

なお，今回の調査では上記２社の他に，東莞

市長安鎮に進出している日系電子部品メーカー

（GC社）も訪問したが，労働者へのアンケー

ト調査や聞き取り調査が許可されず，また企業

データもラフなものしか提供されなかった。GC

社については，上記２社と比較可能なデータの

み提示することにする。

２．内部労働市場（需要構造）

次に東莞市の調査企業における労働力需要の

諸特徴を見てみる。まず表６が調査企業２社の

職位構成であり，国際比較および中国の他地域

との比較にも留意して，職位を７階層に区分し

て整理している。企業ごとに実際の職位編成は

多様で，その細部が異なることは言うまでもな

GA社 GB社

日本人
中国人

日本人
中国人

男性 女性 合計 男性 女性 合計

取締役 １ １ １ １ － ２

管理職 １ １０ ５ １６ ３ ６ ４ １３

技術職 ３ １１ ６ ２０ － ６ － ６

事務職 － ２５ １６９ １９４ － ５ １１ １６

職長・班長 － ５ ５３ ５８ － １６ ８ ２４

正規生産職 － ３５ １，１２２ １，１５７ － １１２ １７０ ２８２

臨時工 － － － － － ２２ ３５ ５７

合 計 ５ ８６ １，３５５ １，４４６ ４ １６８ ２２８ ４００

表６ 広東省東莞市，日系企業２社の職位構成

（出典） 筆者調査（２００５年３月）。
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い。生産職の労働者（ブルーカラー層）の多数

が女性によって占められる（とくにGA社）の

に対して，管理職・技術職クラスは男性優位の

構成であり，男女間の性別分業が明瞭である。

日本人スタッフの説明によれば，２社ともに同

じ職位であれば性別の処遇差別はないという

が，直接部門と間接部門では雇用方法が異なり

別個の内部労働市場を形成しているので，間接

部門の入職口では男性優位の雇用方針が取られ

ているものと見られる。

工場現場の生産職労働者（ワーカー）は，GA

社では１か月の試用期間を経て，書類上は労働

法の規定に基づいて１年契約，GB社では３か

月の試用期間後に１年の雇用契約を結ぶ。就業

態度等にとくに問題がなければ契約更新される

とのことであるが，実際は２回以上の契約更新

は希である。そのほとんどが中卒または高卒の

学歴レベルの他省（内陸農村部）出身の若年の

出稼ぎ労働者であり，短期雇用の単純労働が原

則である。複雑な職階は存在せず，やや勤続期

間の長い者が作業長や職長に就くがこれも極め

て流動的である。定期の詳細な人事考課によっ

て職階を昇るということもなく，契約更新すれ

ば若干の昇給はあるが，全体として当地の最低

賃金に近い水準で雇用される。職務訓練はOJT

のみで，「配置ラインにもよるが通常は数時間，

長くても数日で習得できる作業内容」（GA

社，中国人職長）であるという。

GB社では，生産職の中に臨時工として採用

されている労働者もいる。同社では，数ヶ月単

位の雇用で現場作業者の需給調整に臨時工も雇

用する。同社の書類上は正規生産職と区別され

ているが，上述のように正規生産職も短期雇用

で流動性が高いので，就労実態としては正規生

産職と臨時工に大きな差異がない。この点が，

むしろ当地のワーカーの共通した特徴と言えよ

う。

一方，間接部門の雇用は短大・専門学校卒の

学歴・技能レベルの修得者を対象として，生産

職とは別個の入職口が用意されている（事務職

の一部には高卒も採用）。経営側は，彼らに対

して生産・経営の現地化を担いうる職層として

期待しており，人事考課による昇進（昇給）も

保証されている。つまり生産職とは別の内部労

働市場が形成されて，長期雇用も可能な雇用シ

ステムであるが，後述のように定着率がそれほ

ど高いわけではない。それゆえ特定の専門職の

補充には外部労働市場との接触も必要となり，

分節化した内部労働市場が完全に閉鎖的という

わけではない。

表７に調査企業の労働者の学歴別構成を示し

たが，学歴と入職後の職位との相関はかなり明

瞭である。生産職労働者の場合，GA社では主

に中卒，GB社では高校（職業科）卒が主体と

なる。GA社のデータからは短大・専門学校卒

以上の学歴者の具体的数値が得られなかった

が，調査２社ともに間接部門の管理職・技術職

は短大・専門学校以上の修学者を，事務職には

高卒以上の学歴を採用要件としている。既述の

ように，経営側が長期雇用と昇進・昇給を保証

するのは事実上間接員のみである。

GA社で生産職（ワーカー）の年齢別構成の

データが得られたので，これを表８に掲げる。

同社では女性が工場現場の直接部門労働者の

９７％を占めている。２００４年１月現在のデータ

では１０歳代後半が７割近くに達しており，こ

の年齢層の若年女性が生産労働の主役である。

その若年女性労働者の勤続年数を調査時で集約

したものが表９である。６ヶ月未満が４２％，

GA社 GB社 合計 構成比（％）

小学校卒 ２０ － ２０ １．２

中学・普通科卒 }１，０５６ ７０ }１，１２６ } ７０．２中学・職業科卒 －

高校・普通科卒 ７７ ２４ １０１ ６．３

高校・職業科卒 ７７ ２７９ ３５６ ２２．２

短大・専門学校卒 － （１３） （１３） －

大学卒 － （７） （７） －

合 計 １，２３０ ３９３ １，６０３ １００．０

表７ 広東省東莞市の日系企業２社，労働者の学歴別構成

（出典） 筆者調査（２００５年３月）。
（注） GA社はワーカーのみの集計。したがって構成比も

ワーカーのみで算出。
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１年未満が５９％，２年未満が７７％を占める。

GA社では生産職は２年雇用を原則としている

が，２年で自動的に全員解雇することはせず，

引き続き就労希望の者に対しては勤務評価に基

づいてその一部の雇用延長を認めているとのこ

とであっが，実際には２年未満で離職する者が

圧倒的に多い。

表１０が職位別平均賃金である。管理職・技

術職と生産職の賃金格差が明瞭であるが，間接

員は人事考課で昇給するので同じ職位でも賃金

幅がある。生産職に関しては入職時の最低賃金

が原則であるが，GA社では契約更新すれば自

動的に一律２元の昇給で，査定による格差を付

けた昇給は行わない。GB社では基本給は学歴

で決まり（中卒か，高卒か），勤務評価や勤続

年数による基本給の昇給は実施していない。基

本給以外では残業手当が主な上積み分だが，残

業時間も個人の選択ではなく画一的に決められ

るので，賃金差の要因とはならない（昼夜２交

代制で所定内８時間プラス残業２時間，土曜は

残業扱いで８時間労働が常態，労働者側に選択

の余地はない）。作業長や職長には技能手当，

職務手当などの諸手当が支給されるので，これ

が現場の職位間給与格差となる。いずれにして

も一般のワーカーは，勤続期間・年齢・職務内

容によって給与に差がつくことがほとんどな

く，最低賃金に近い水準に押しとどめられる。

職位別労働者数でみれば生産職が圧倒的多数を

占めるので，全体の労働コストは低く抑えるこ

とが可能である。業種にもよるが日本の製造業

工場労働者と比較すれば，およそ１５分の１か

勤続年数 労働者数 構成比（％）

～１か月 ８８ ８．５

１か月～３か月 １８２ １７．５

３か月～６か月 １６８ １６．２

６か月～１年 １７１ １６．５

１年～２年 １９０ １８．３

２年～３年 １０６ １０．２

３年～４年 ５２ ５．０

４年～５年 ６０ ５．８

５年～６年 １６ １．５

６年～７年 ６ ０．６

７年～ ０ －

合 計 １，０３９ １００．０

年 齢 労働者数 構成比（％）

１４歳 １２ １．２

１５歳 ７２ ６．９

１６歳 １４２ １３．７

１７歳 １７３ １６．７

１８歳 １６６ １６．０

１９歳 １５２ １４．６

２０歳 １０２ ９．８

２１歳 ８０ ７．７

２２歳 ５０ ４．８

２３歳 ３７ ３．６

２４歳 ２４ ２．３

２５歳 １３ １．３

２６歳 １１ １．１

２７歳以上 ５ ０．５

合 計 １，０３９ １００．０

GA社 GB社

基本給 総 額 基本給 総 額

管理職 ３，０００ ４，０００ １，０００ ４，０００～５，０００

技術職 ８００～２，０００ １，３００～２，５００ ８００～１，０００ ２，０００～３，０００

事務職 ６００～１，５００ １，０００～２，０００ ６００～８００ １，０００～１，５００

職長・班長 ６００～１，５００ ９００～１，８００ ６００～８００ １，８００～２，２００

一般生産職 ５００ ７００ ５００ ８００

臨時工 ４５０ － ４００ ６００

表８ 広東省東莞市の日系企業GA社，
労働者（ワーカー）の年齢別構成
（２００４年１月）

（出典） 筆者調査（２００５年３月）。

表９ 広東省東莞市の日系企業GA社，
労働者（ワーカー）の勤続年数別構成
（２００４年２月）

（出典） 筆者調査（２００５年３月）。

表１０ 広東省東莞市の日系企業２社，労働者の職位別平均賃金（２００５年３月現在）（月額：元）

（出典） 筆者調査（２００５年３月）。
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ら２０分の１の賃金水準である。

なお，東莞市の最低賃金は２００５年３月１日

に４５０元から５７４元に引き上げられたが，それ

でも深�市や広州市の最低賃金６２０元，上海の
６８０元に比べて割安である。調査時には２工場

とも改訂の最低賃金が支給されておらず，表１０

のデータには反映していない。

珠海デルタの工場労働者は，その多数が内陸

農村部からの出稼ぎ労働者によって占められる

ので，労働者の仕送り状況について行ったサン

プル調査の結果を表１１に示しておく。職位・

戸籍にかかわらず，およそ７０％～８０％の労働

者が親元あるいは家族に送金しており，職位間

の賃金格差が送金額の多寡と相関しているとみ

られる。農村出身のワーカーの場合，平均的な

仕送り額である４００元～６００元は，出身農村の

ほぼ農家世帯収入に相当するので，出稼ぎによ

る送金が出身世帯にとって如何に貴重であるか

が知れよう。若年の工場労働者は，職員寮（１

室６～８人の共同生活）に住み込んで生活費を

極端に切りつめ，収入の過半を送金しようとす

る。中国農村部の低所得ゆえに生産職労働者の

低賃金も相対化されるのであり，農村・都市間

の極端な所得格差が，東莞市のような開発最前

線の低賃金水準を構造化する要因のひとつと

なっている。

３．労働力の供給源と流動性（供給構造）

次に労働力の供給サイドの分析に移るが，ま

ず表１２に調査企業の労働者の出身地別構成を

示している。前掲表５でみた東莞市全体の他省

出身就労者の構成とはやや異なる比率となって

いる。この点に関連して，GA社の人事を担当

する中国人管理職の説明によれば，「かつては

湖南省が供給地の中心だったが，最近はさらに

西方に移動して河南省出身者が増えている。こ

れは湖南省や江西省の開発が進展して農村の余

剰労働力が吸収されつつあり，広東省流入者は

更に内陸部の出身者が主流になりつつあるこ

と，また河南省の大規模な国有企業リストラで

下崗労働者が規制の厳しい上海を避けて広東に

流入していることなどが要因である」という。

「以前は無制限とも言える出稼ぎ労働者の流入

が見られた広東省でも労働力不足が新聞等で報

じられているが，実際のところどうなのか」と

の筆者の問に対して，この中国人スタッフは「確

かに以前に比べて求職者数は減少しているが，

人手不足で困るというような状況ではない」と

GA社 GB社

職位別 戸籍別 職位別 戸籍別

生産職 事務・技術・管理職 農村戸籍 都市戸籍 生産職 事務・技術・管理職 農村戸籍 都市戸籍

～１００元 － － － － － － － －

１００～２００元 ８ １ ９ － １ １ １ －

２００～３００元 １１ １ １１ １ １ １ ２ －

３００～４００元 ６ － ６ － ４ １ ５ －

４００～５００元 １２ ６ １７ １ ５ ３ ７ １

５００～６００元 １ － １ － ４ １ ３ ２

６００～７００元 １ － － １ １ １ ２

７００～８００元 － １ １ － ６ ３ ５ ４

８００～９００元 － － － － － １ － １

９００～１０００元 １ ２ ２ １ ２ ３ ２ ３

１０００～ － － － － － － － －

合 計 ４０ １１ ４７ ４ ２４ １５ ２７ １１

仕送り者比率（％） ７５．５ ７８．６ ７５．８ ８０．０ ７５．０ ７８．９ ７３．０ ７８．６

平均額 ３９０元 ５７３元 ４１２元 ６２５元 ６０４元 ６６７元 ５７４元 ８００元

表１１ 広東省東莞市の日系企業２社，労働者の仕送り額別構成（月額，サンプル調査）

（出典） 筆者調査（２００５年３月）。
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答えており，依然として供給過剰に変わりはな

いようであった。

GA社と GC社は工場門前の求人張り紙など

でワーカーを不定期に採用するので，地縁・血

縁の人的ネットワークで特定の同郷出身者が集

まる傾向にある。これに対してGB社のワー

カーは学校求人を原則としており，担当の中国

人スタッフが内陸部各地の職業高校に出向いて

応募者の面接を行い，採用者を集団で工場に送

り込むという方法を取っている。それゆえGB

社のワーカーの出身地構成は，担当スタッフの

人脈に強く依存することになる。調査時は江西

省の職業高校を中心にリクルートが行われてい

た。このように求人方法は工場によって異なる

が，いずれのケースもワーカーの出身地に偏り

ができることになる。

さて次の表１３以下のサンプル調査に基づく

分析では，各項目について職種別だけでなく戸

籍別の分類を示しているので，ここで戸籍問題

について一言しておきたい。周知のように，中

国では社会主義時代からの戸籍制度が徐々に弛

緩しつつも尚存続しており，個人の出生地が戸

籍（農村戸籍か都市戸籍か）を規定し，戸籍が

職業選択を強く制約している。この点について

は前著（宮本：２００２）でやや詳しく検討したの

で繰り返しは避けるが，広東省に関しては，上

述したような開発当初の事情ゆえに，内陸農村

部からの労働力供給への依存度が高く，農村戸

GA社 GB社 GC社

労働者数 構成比（％） 労働者数 構成比（％） 労働者数 構成比（％）

①河南省 ３０１ ２４．５ ①江西省 １４６ ３７．２ ①山西省 １，２５７ ３５．０

②広西省 ２４８ ２０．２ ②湖北省 ６０ １５．３ ②湖南省 ８９６ ２４．９

③湖南省 １９３ １５．７ ③広東省 ３０ ７．６ ③江西省 ４１８ １１．６

④湖北省 １０８ ８．８ ④安徽省 １６ ４．１ ④湖北省 ２８１ ７．８

⑤�西省 ９８ ８．０ ⑤その他 １４１ ３５．８ ⑤四川省 １６２ ４．５

⑥その他 ２８２ ２２．９ ⑥その他 ５７８ １６．１

合 計 １，２３０ １００．０ 合 計 ３９３ １００．０ 合 計 ３，５９２ １００．０

GA社 GB社 合 計

職位別 戸籍別 職位別 戸籍別

生産職
事務・技術
管理職

農村戸籍 都市戸籍 生産職
事務・技術
管理職

農村戸籍 都市戸籍
構成比
（％）

農 民 ４４ ９ ５３ － ２３ １３ ３２ ４ ８９ ７５．４

国有企業労働者 ２ １ － ３ ４ ４ ２ ６ １１ ９．３

郷鎮企業労働者 － － － － － １ １ － １ ０．８

私営企業労働者 ２ ３ ４ １ １ － － １ ６ ５．１

外資企業労働者 － － － － － － － － － －

公務員行政職 － － － － １ － － １ １ ０．８

軍 人 － － － － － － － － － －

教 師 １ － １ － － １ － １ ２ １．７

個人企業経営者 ２ － １ １ １ － － １ ３ ２．５

商 人 ２ １ ３ － １ － － １ ４ ３．４

職 人 － － － － － － － － － －

その他 － － － － １ － １ － １ ０．８

合 計 ５３ １４ ６２ ５ ３２ １９ ３６ １５ １１８ １００．０

表１２ 広東省東莞市の日系企業３社，労働者の出身地構成

（出典） 筆者調査（２００５年３月）。
（注） ３社とも出身地の判明する労働者のみの集計。

表１３ 広東省東莞市の日系企業２社，労働者の出身世帯構成（サンプル調査）

（出典） 筆者調査（２００５年３月）。
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籍者が「暫住証」を取得することも比較的簡単

であり，上海市のような厳しい規制は設けてい

ない。それでも農村戸籍者が長期にわたって都

市に居住することは困難で，住宅取得や子弟教

育などで一定の制約がある。農村出身の若年労

働者の多くが２年未満で退職して帰郷するの

は，彼らには都市住民としての生活保証（住

宅・教育・各種社会保障）がないことも一因で

ある。

農村戸籍から都市戸籍への転換には，厳しい

条件だがいくつかのルートが設定されている。

大卒者や海外留学経験者，一定階級以上の軍

人，文革時の下放者の都市帰還などに対して条

件付きで認められる他，本稿との関連で注目さ

れるのは企業割当である。これは，外資系企業

を含む大規模企業に対して，企業推薦によって

都市戸籍を取得できる人員枠を設定したもので

ある。企業は優秀な人材を確保する必要から，

主に専門職労働者を優先して都市戸籍を取得さ

せるが，これには１人あたり数万元の戸籍取得

料を負担する。GA社の中国人スタッフからの

聞き取りによれば，東莞市ではさらに当該の労

働者が一定額以上の高級住宅を購入することを

都市戸籍取得の条件にするケースもあるとい

う。また都市戸籍を取得すれば医療保険や住宅

手当などの福利厚生で優遇されるので，事務・

技術・管理職で都市戸籍への転換を希望する者

も多く，限られた企業推薦枠に対する競争率は

非常に高いとの説明であった。

以上を念頭において，次に表１３のサンプル

調査で労働者の出身世帯構成を職位別・戸籍別

にみる（親の職業によって世帯分類）。生産職

は調査２社の合計で農家出身者が７５％を占

め，内陸農村部が主たる給源であることが確認

できるが，同時に親が国有企業労働者である例

などから一部に地方都市出身者も含まれるもの

と推察される。事務・技術・管理職の場合も農

村出身者が過半を占めるが，彼らは高等教育へ

の投資が可能な世帯の出身であり，生産職労働

者とは異なる学歴・技能訓練のキャリアを持つ

者であろう。戸籍別分類を合わせ見ると，生産

職と農村戸籍との間に強い相関がみられる。間

接部門はサンプル数が少なく職位と戸籍の明瞭

な関係は読み取りにくいが，例えばGB社の農

家出身者の一部が都市戸籍に分類されるのは戸

籍転換によるものと思われ，間接員に関しては

入職後に都市戸籍に転換した者も含むことにな

る（両社とも広東省の都市戸籍者は２名のみで

あり，他は省外の都市戸籍保持者）。

表１４はやはりサンプル調査で労働者の転職

状況を示している。GA社では職位・戸籍の別

にかかわらず転職経験をもつ労働者の比率が高

く，対照的に学校求人で新規学卒者を集団雇用

しているGB社では転職経験者が少なくなる。

両社の求人方法の相違がデータに反映したもの

とみられる。これと関連づけて，転職経験者の

前職を集計したのが表１５である。前職は外資

企業，私営企業，国有企業の順に多くなり，前

GA社 GB社

職位別 戸籍別 職位別 戸籍別

生産職 事務・技術・管理職 農村戸籍 都市戸籍 生産職 事務・技術・管理職 農村戸籍 都市戸籍

転職なし １４ ６ １９ １ ３０ １６ ３５ １１

転職１回 １４ ３ １７ － － １ － １

２回 １６ ４ １６ ４ ２ １ ２ １

３回 ７ － ７ － － １ － １

４回 １ １ ２ － － － － －

５回以上 １ － １ － － － － －

合 計 ５３ １４ ６２ ５ ３２ １９ ３７ １４

表１４ 広東省東莞市の日系企業２社，労働者の転職状況（サンプル調査）

（出典） 筆者調査（２００５年３月）。

経 済 学 研 究32（ 32） ５６－１

／【Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北海道大学経済学部／経済学研究Ｖｏｌ．５６，Ｎｏ１／本文／宮本　憲介様  2006.05.13 09.17.56  Pag



職が広東省内での就労と答えたものが８０％に

達しており，転職経験者の多数は広東省に流入

後に転職を繰り返しているものと見られる。

両企業の人事担当者から離職率について得た

情報では，GA社ワーカーの離職率は月あたり

８～１０％，年間で半数以上が離職するという。

間接員の離職率は月３～４％，年間にするとお

よそ３分の１が離職する。GB社では，３か月

の試用期間に約１０％，ワーカーで年間３０～４０

％が離職するとのことであった。具体的な数値

データは得られなかったが，GA社では「高学

歴者の離職がワーカーに劣らず激しい」（日本

人スタッフ）とのことであった。GB社でも

「ワーカーは単純労働なので短期の入れ替えで

よいが，間接員には各種研修費も投入して技能

形成と定着を期待している。専門職・技術職の

高い離職率が悩みの種」（日本人スタッフ）。「大

卒クラスで仕事のできる優秀な人材ほど離職率

が高い。おそらく高賃金を条件とする引き抜き

だろう」（GB社中国人スタッフ）という。GB

社は既述のように学校求人なので現職の労働者

に転職経験者は少ないが，専門職の離職（転職）

者が多く，上位の職層が定着しないことが労務

人事の最大の課題となっている。

表１６は労働者の求人情報源に関するサンプ

ル調査である。GA社のワーカー募集は専ら工

GA社 GB社 合 計

職位別 戸籍別 職位別 戸籍別

生産職
事務・技術
管理職

農村戸籍 都市戸籍 生産職
事務・技術
管理職

農村戸籍 都市戸籍
構成比
（％）

農 民 ２ － ２ － １ － １ － ６ ５．８

国有企業労働者 ５ １ ６ － － － － － １２ １１．５

郷鎮企業労働者 ２ － ２ － － － － － ４ ３．８

私営企業労働者 ７ １ ８ １ － １ － １ １９ １８．３

外資企業労働者 １２ ５ １５ ２ － ２ － ２ ３８ ３６．５

公務員行政職 １ － １ － － － － － ２ １．９

軍 人 － － － － － － － － － －

教 師 － － － － １ １ － ２ １．９

個人企業経営者 １ － １ － － － － － ２ １．９

商 人 ２ １ ２ １ － － － － ６ ５．８

職 人 ４ － ３ － － － － － ７ ６．７

その他 ３ － ３ － － － － － ６ ５．８

合 計 ３９ ８ ４３ ４ ２ ３ ２ ３ １０４ １００．０

GA社 GB社

職位別 戸籍別 職位別 戸籍別

生産職 事務・技術・管理職 農村戸籍 都市戸籍 生産職 事務・技術・管理職 農村戸籍 都市戸籍

親族情報 ８ － ７ １ ２ １ １ ２

知人情報 １２ ７ １９ － ２ ２ １ ３

新聞求人 － － － － － － － －

職業紹介所（労働局） ４ － ４ － １ ３ ３ １

学校求人 － － － － ２７ １２ ３２ ７

企業独自広告 ２９ ７ ３２ ４ － １ － １

合 計 ５３ １４ ６２ ５ ３２ １９ ３７ １４

表１５ 広東省東莞市の日系企業２社，転職経験者の前職（サンプル調査）

（出典） 筆者調査（２００５年３月）。

表１６ 広東省東莞市の日系企業２社，労働者の求人情報源（サンプル調査）

（出典） 筆者調査（２００５年３月）。
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場門前の求人広告であり，回答者はこれを「企

業独自広告」と答えているが，実際には親族や

友人からの情報で求人広告を出す工場に集まる

といったケースも多いとのことであった。同社

の人事担当者によれば，「２～３年前までは１

人当たりの募集に対して毎日２０～３０人が応募

してきたが，最近では１０人程度に減少してい

る。採用は簡単な面接のみで，工場・建屋の管

理主体である村政府から「暫住証」の発行を受

けるための身分証の確認と簡単な健康診断を行

い，細かな手作業なのでとくに視力検査の結果

を重視して採用する」という。GB社は，繰り

返し指摘してきたようにワーカーは学校求人が

原則であり，担当の中国人スタッフが職業高校

に出向いて応募者の面接をする。「１回で２０人

程度を募集するケースが多いが，大抵１００人以

上の応募がある」という。事務・技術・管理職

の採用は，両社とも一部は縁故採用，その他に

広東省に独特の民間斡旋代理店（現地では「人

材市場」と呼んでいる）を利用する場合もある

という。このように企業ごとにリクルートの方

法は異なるが，いずれにしても市場の公的組織

性は未整備で給源の地域性も強く，参入する労

働者の職業選択の自由度は著しく制約されてい

ると言わざるを得ない。

４．日本的経営・生産システム

最後に日本的経営・生産システムの導入ない

しはその定着度に関して，労働者の意識調査の

結果，および日本人スタッフ・中国人管理職の

見解を示して検討してみよう。表１７が日本企

業の優勢性に関する労働者意識調査の結果を集

約したものであり，このアンケートでは他の外

資系企業との比較で日本企業の優位性を問うて

いる。なお，GB社では転職経験を持たない労

働者が多数を占めているため，他の外資系企業

との比較が困難であったかも知れないが，さし

あたり調査結果の特徴点を以下に示す。

第１に，評価の高い項目は両社の間でやや差

違も見られるが，ほぼ共通しているのは�と�
であり，職層や戸籍の別にかかわらず勤続年

数・年齢による評価や集団労働を評価している

ことである。とくに生産職で評価が高いのは，

その短勤続雇用の形態からしてやや奇異に思え

るが，他の外資系企業とりわけ台湾系や欧米系

の極端な短期雇用との比較での評価であろう。

集団労働に対する評価については，地縁・血縁

の同郷出身者が集団で就労できることが若年女

性に選好されたのかもしれない。第２に，企業

別の特徴点としては，GB社で�の諸手当給付

GA社 GB社
合 計

全回答者
（１１８人）
に占める
回答率
（％）

職位別 戸籍別 職位別 戸籍別

生産職
事務・技術
管理職

農村戸籍 都市戸籍 生産職
事務・技術
管理職

農村戸籍 都市戸籍 構成比（％）

①長い期間働くことができる。 ３ ２ ５ － ７ ３ ５ ５ １５ ７．１ １２．７
②基本賃金が高い。 ３ １ ４ － ３ ３ ４ ２ １０ ４．７ ８．４
③諸手当の給付が充実している。 ４ １ ４ １ １６ ３ １５ ４ ２４ １１．４ ２０．３
④福利厚生が充実している。 ４ ２ ４ ２ １４ ７ １１ １０ ２７ １２．８ ２２．９
⑤専門技術が早く身に付く。 ９ ２ １０ １ ３ １ ３ １ １５ ７．１ １２．７
⑥勤続年数や年齢を重視して評価する。 １５ ２ １７ － ８ ６ ９ ５ ３１ １４．７ ２６．３
⑦集団で仕事をする。 １６ ８ ２０ ４ １２ ２ １０ ４ ３８ １８．０ ３２．２
⑧いろいろな種類の仕事を担当できる。 ５ － ５ － ２ ３ ４ １ １０ ４．７ ８．４
⑨QCサークルが有益である。 ２ ４ ５ １ ４ ２ ４ ２ １２ ５．７ １０．２
⑩労使関係が安定している。 １０ ２ １２ － ７ １０ ８ ９ ２９ １３．７ ２４．６
合 計 ７１ ２４ ８６ ９ ７６ ４０ ７３ ４３ ２１１ １００．０ －

表１７ 広東省東莞市の日系企業２社，日系企業の優位性に関する労働者の意識調査（サンプル調査，複数回答）

（出典） 筆者調査（２００５年３月）。
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や�の福利厚生への評価が高くなっている。長
時間残業による給与総額の増加（生産職の主な

手当は残業代），職員寮や食事（３度の食事を

会社が負担）への満足感を示すものと思われ

る。なお付言すれば，仕送り目的で出稼ぎする

若年労働者の中には残業を強く希望する者も少

なくないが，これは，低賃金を前提とすれば長

時間労働によって仕送り額を増やすしか方法が

ないからである。第３に，共通して評価が低い

のは，�基本賃金，�複数の職務担当，�ＱＣ
サークル，�技能形成などの項目である。他の
外資系企業との比較での日系企業の低賃金は，

広東省に限らず他の地方でも周知のところであ

る。短期雇用の生産職労働者に日本的な多能工

化や改善運動は元々期待すべくもないが，間接

部門の労働者の評価も同様に低いことは企業側

の期待に反していることになる。

労働者の意識調査に加えて，日本的経営・生

産システムの導入ないしはその定着度につい

て，管理職スタッフの説明も紹介しておく。GA

社でのこの点に関する説明を列挙すれば，「ワー

カーは２年を限度とする雇用が原則なので，専

門的な技能は必要としない。職場で特別な技能

訓練は実施しておらず，作業手順を教えるには

OJTのみで十分である」（中国人管理職）。「５

Ｓ運動など簡単に実施できることは取り入れる

が，多能工の養成や改善運動の本格的な導入は

考えていない」（同管理職）。「間接部門の従業

員は個人の能力給重視の給与体系にしなければ

働かない，集団主義や年功制を重視した日本的

経営は導入していない」（同社日本人スタッ

フ）。またGB社では，「中国人は自己主張が強

く，個人主義的で何よりも賃金に関心を示す。

それ以外の職場環境や労働条件は二の次なの

で，経営側もそのように対応せざるを得ない」

（日本人スタッフ）。「優秀な人材の定着には，

福利厚生の充実も必要だが，何よりも能力・技

能を評価した高賃金が必要だ。日本的な年功制

が入り込む余地はない」（同日本人スタッフ）

などの見解が示された。

まとめにかえて

小論は，広東省に独特の委託加工方式による

外資主導の開発と，その下で形成されてきた労

働市場の特質を課題とした。明らかにしえた論

点を，「はじめに」でも触れたような中国の他

地域やアジア各国との比較の視点から，再度整

理してまとめにかえたい。

広東省への直接投資は，時系列でみると独資

の比重を増しつつ，また珠江デルタの電機・電

子産業，広州の自動車産業といった分業関係を

伴いながら，香港の国際金融と直接リンクした

開発拠点としての位置を維持している。独資の

増大や自動車産業の拠点化は，開放当初のよう

な輸出加工区型の開発から国内市場を視野にい

れた進出外資の経営戦略のシフトであり，この

点では上海市や大連市などの開発拠点と同様の

性格を持つに至っている。しかし他面では，広

東省に独特の委託加工方式もその運用面で一定

の変容を伴いつつ，なお初期投資のリスク軽減

のメリットから一定の構成比をもって維持され

ている。運用面での変化は，再輸入手続きの簡

素化や労働力調達の方法などであるが，労働市

場との関連では，労働力の調達や管理責任が行

政当局から企業側に移り，その供給源や雇用方

法に一定の変容がみられる。

企業内の労働力編成でまず注目すべきは，生

産労働が内陸農村部＝農村戸籍の若年女性労働

者によって担われていることであろう。彼女ら

は短期雇用が原則であり，当地の最低賃金に近

い賃金水準で長時間就労し郷里への送金に励む

が，就労による技能形成の展望を欠いた単純労

働力群である。生産現場では，複雑な職階や職

能資格制などはなく，したがって人事考課に

よって昇格＝昇給することもない。そこでは，

厳しい監督と規律の下に割当られた単純労働が

繰り返されている。内陸の農村戸籍の若年層

が，いわば出稼ぎ形態の還流型労働力移動で開

発当初から広東省に大量流入したのは，本文で
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指摘したような広東省の置かれた特異な位置づ

けによるものである。上海市のように下崗労働

者の再雇用を最優先課題として農村戸籍者の労

働市場への正規参入を制限している開発拠点と

は，労働力の給源構造が大きく異なる。

このような生産職労働者の雇用方法を，筆者

のこれまでのアジア各国の事例分析に基づいて

国際的な視野で比較検討すると，例えばインド

ネシアのバタム島開発区の若年女性労働者，あ

るいは労働力不足で悩むマレーシアやシンガ

ポールの外国人労働者の就労に比定しうる。バ

タム島はシンガポール主導の「成長の三角地

帯」の生産拠点を成し，工業団地には電機・電

子産業を中心に日系企業とシンガポール系企業

が大挙して入居している。そこで需要する生産

職の労働力はインドネシア全国から若年女性を

調達し，２年契約の短期雇用，現地の最低賃金

で就労させる。特別の技能を要しない量産工程

の長時間単純労働であり，労働力の流動性は極

めて高いが，企業にとってコスト削減の大きな

メリットがある。マレーシアやシンガポールの

外国人労働者は，周辺国から流入するインドネ

シア人，バングラデシュ人，ミャンマー人，タ

イ人，フィリピン人，中国人（大陸中国からの

出稼ぎ者で東南アジア華人ではない）などであ

るが，若年男性の農園労働や建設労働の他に，

労働力不足から最近では若年女性の製造業への

参入も増加している。程度の差はあるが，やは

り短期雇用，低賃金，長時間単純労働を共通の

特徴としており，外国人は現地人労働者（高学

歴の専門職労働者や現地人の生産職労働者）と

は雇用形態で区別され，労働力の需給調整の

バッファーとしても活用されている。これらの

労働力群は，国際化した重層的な労働市場の底

辺に参入しているとも言えよう。

広東省の生産職労働者とほぼ同質の労働力群

をアジアの他地域に求めると，広東省の場合は

中国の国内農村部を労働力の主たる給源として

いる点で異なるものの，労働市場形成のメカニ

ズムには共通点が看取され，市場形成を通して

労働力の格差構造が顕在化していると言えよ

う。

次に間接部門の労働力群について付言してお

くと，彼らは高学歴の専門職であり，生産職と

は異なり企業側がその技能形成と長期定着を期

待する労働力群であるが，実際には離職・転職

率が高く，経営の現地化も容易ではない。広東

省では，専門職労働者の定着化策として，福利

厚生の充実などの施策の他に戸籍転換の企業割

当なども利用されているが，調査企業を見る限

り，企業の期待に反して彼らの流動性は高いよ

うである。日本的な職能資格制度に基づく昇

進・昇給に対する不満，能力に応じた処遇を期

待する個人主義的な中国人の労働観がおそらく

その根底にあり，日本的な労務人事管理を嫌っ

て流動化するものと見られる。

以上のような日本企業の広東省における生産

基地化は，日本的経営・生産システムの導入に

際しても様々なディレンマを内包することにな

る。生産現場では，上記のような雇用形態ゆえ

に，日本的生産システムのメリットとされてき

た現場の集団主義的な自発的改善運動や多能工

化などの導入は初発から問題となりえない。そ

こでは徹底したコスト削減が第一義的課題だか

らである。導入が可能なのは，生産設備・作業

編成・労働力配置などの主に制度面が中心とな

らざるを得ない。日本的な職場秩序の導入が期

待されるのは，むしろ間接部門の専門職労働者

に対してであろう。間接部門の人事考課に基づ

く処遇では，現地人の労働観にも配慮して能力

評価にウエイトをおいた査定に変更する企業も

増加しているようであるが，昇進・昇給の遅

さ，専門職といえども相対的な低賃金は日本企

業の評価を低くしている主因である。また，長

期雇用を前提とした企業内の技能訓練も，純粋

の技術訓練に止まらず，日本的な集団主義的人

間関係や職域の無限定化を伴うものであれば，

個人主義的な職務意識と対立することになる。

これも経営の現地化を困難にしている要因とな

る。
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こうして日本的経営・生産システムのアジア

的適応は，広東省の場合もやはり，コスト削減

というその主たる進出動機と現地人労働者の労

働観の両面から内実化されることになる。その

現地労働市場の形成へのインパクトは，端的に

総括すれば労働力の格差構造の顕在化であり，

それは中国国内の地域格差・所得格差と相互に

規定しあう関係にあろうと考えられる。つま

り，農村・都市間の所得格差を背景として，都

市労働市場に参入する労働力の学歴・技能によ

る階層化が，日系企業のような外資系企業の経

営・生産システムのアジア的適応によって相乗

され，一層の格差構造を顕現させているのであ

る。
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